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要請番号（JL31825B08）

 

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

エクアドル G102 環境教育 個別 新規 2年 ・2026/2 ・2026/3 ・
2027/1

    

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

ペニペ市役所

2）配属機関名（日本語）

ペニペ市役所 公共事業課

3）任地（ チンボラソ県ペニペ市 ） JICA事務所の所在地（ キト市 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ ﾊﾞｽ で 約 3.5 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

ペニペ市はエクアドルの中央部に位置し、標高約2500m、人口は約7千人である。チンボラソ県の県庁所在地であるリ
オバンバ市からは約22キロ離れており、周辺にはアンデスの山々の登山口があることから観光にも力を入れている。配
属先のペニペ市役所は、配属予定となる公共事業課の他、交通管理課、計画管理課、経理総務課などで構成されており、
約245名の職員が市民生活の向上と発展のため勤務している。2025年度年間予算は約950万米ドル。

【要請概要】
1）要請理由・背景

配属先である市役所の公共事業課は森林・緑地ユニット、公衆衛生・環境管理ユニット、上下水道ユニットなど5つのユ
ニットから構成されている。同市は、廃棄物を県庁所在地リオバンバ市の最終処分場へと移送しており、その過程で発
生するコストが課題となっている。そこで、市役所は廃棄物の中でも約6割を占める有機廃棄物に関して、コンポストの
管理やゴミの分別、3Rの促進を通じて移送コストを抑え、持続可能性を高めることを志向している。隊員には様々な関
係機関と協力し、より効果的にこれら活動を実施するための支援が求められている。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

配属先の同僚とともに、以下の活動を実施する。
1. 配属先関係者に環境教育手法を紹介し、地域住民や児童生徒に対するゴミの分別や3Rを中心とした啓発活動の計画・
実施を支援する。
2. 域内教育機関で環境教育を効果的に行うための教材の作成や実施計画の提案をする。
3. 市役所の管轄する関係施設(高齢者施設や養護施設など)においてコンポストを普及、実践するための支援を行う。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

執務スペース(机、椅子)、固定電話、インターネット、管轄地域内移動補助

4）配属先同僚及び活動対象者

配属先同僚:課長(40代男性、実務経験18年)、同僚(40代女性、修士、実務経験12年)、同僚(30代男性、大卒、実務経験5
年)

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL31825B08_1.jpg?t=1757082234
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL31825B08_2.jpg?t=1757082234
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL31825B08_3.jpg?t=1757082234
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL31825B08_4.jpg?t=1757082234
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL31825B08_5.jpg?t=1757082234
https://www.penipe.gob.ec/
https://www.penipe.gob.ec/


活動対象者:域内教育機関、域内コミュニティ(7つ)住民、配属先職員

5）活動使用言語

スペイン語

6）生活使用言語

スペイン語

7）選考指定言語

英語(レベル:C)又はスペイン語(レベ
ル:C)

【資格条件等】
[免許/資格等]：（　　　　）

[性別]：（　　　　）　備考：

[学歴]：（大卒）　備考：同僚とのバランス

[経験]：（実務経験）3年以上　備考：同僚とのバランス

[汎用経験]：

　・ゴミ・コンポスト等の啓発活動経験

　・環境関連活動の経験や知識

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（地中海性気候）　気温：（13～15℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水源]：（安定）

【特記事項】

【類似職種】
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